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岩手県一関市

農林部林政推進課

一関市有林Ｊ－クレジット

の創出と販売の取組

県市町村ＧＸ推進会議実務者会議（令和７年度第１回（全体））
３（２）地域課題解決に資する事業者との連携について



１ 概要

当市の森林面積は約79,000haで、市の総面積の約63％を占めています。その約１割に

相当する市有林の森林管理プロジェクトを計画。森林整備による二酸化炭素吸収量の増

加分を基にＪ－クレジットを取得し、企業等への販売収入を将来の森林整備や担い手の

確保などの林業振興策に活用し、カーボンニュートラル実現を図るとともに、当市の森

林及び林業に結びつくような購入企業とのつながりをつくるため

【目的】

２
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【経過と現状】

計画書作成準備令和４年度

プロジェクト計画書の認証とモニタリング調査及び報告書の作成事務を
完了

令和５年度

・民間機関（ソコテック）への業務委託によるモニタリング報告書の検証令和６年度

・８月22日、Ｊ－クレジット制度事務局による認証委員会の審査を経て、
3,801t-CO2のクレジットを取得

※８年間の計画で約26,000t-CO2の発行を予定

・12月には、岩手銀行、東北銀行、一関信用金庫、北日本銀行とクレジッ
トの紹介業務委託契約を締結し、販売を開始

・特定の企業へ長期にわたり大量に販売する「Ｊ－クレジット利活用連携
事業」におけるパートナーを公募型プロポーザルにより募集し、５月17日、
連携協定締結式及び連携事業の第一弾として、バスケットボールクリニッ
クを同時開催

・10t-CO2以上の購入者へ贈呈する購入記念品を、市内産の木材を使用す
るなどの条件を付し、デザインや作成者を公募型プロポーザルにより決定
（市産材のカスケード利用）

Ｊ－ＶＥＲクレジットの販売終了令和３年度

令和７年度
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令和５年度 令和６年度

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

検証報告書
提出：５月

24日

認証委員
会：６月28

日

検証報告書
提出

認証委員会
（クレジッ
ト発行）

認証委員会
（クレジッ
ト発行）

販売開始

モニタリング調査（森組）

モニタリング報告書作成
（グリーンプラス）

モニタリング報告書検証
（ソコテック）

販売開始

内容

プロジェクト計画書登録

２ クレジット発行までのスケジュール



３ Ｊ-クレジットの取得までのながれ

プロジェクトの作成

プロジェクトの登録申請

プロジェクトの承認 ※

モニタリング

モニタリング報告書の作成

認証申請（報告書添付）

認証・クレジット取得 ※

市 ➡ 業者委託
ＣＯ2吸収等の活動（間伐）を記載した計画書の
作成を委託

国 （経産省、環
境省、農水省）

国 （経産省、環
境省、農水省）

市 ➡ 業者委託

市 ➡ 森組委託

市

市

間伐実施林内の抽出箇所における毎木調査
を森林組合に委託

抽出調査に基づきＣＯ2吸収量を算定し、報告書
の作成を業務委託

プロジェクトの妥当性確認 審査機関：ISO14065認定を取得し、制
度管理者に登録した民間団体

モニタリング報告書の事前審査 審査機関：ISO14065認定を取得し、制
度管理者に登録した民間団体

プロジェクトの審査 Ｊクレジット制度認証委員会：国が
設置。有識者から構成。年５～６回開催。

モニタリング報告書の検証 Ｊクレジット制度認証委員会：国が
設置。有識者から構成。年５～６回開催。

市➡ 審査機関
へ委託

市 ➡ 審査機関
へ委託
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※プロジェクト承認後の施業をモニタリングし、その成果のCO2吸収量のクレジッ
トを請求するため、プロジェクト登録年度とクレジット取得は同一年度不可
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４ 販売の取組

Ｊ－クレジットの紹介業務は、Ｊ－クレジット
の販売を通じて、購入企業における二酸化炭素の
排出削減に貢献するという、当市の取り組みに共
感された県内の金融機関からそれぞれ提案をいた
だき、今回の契約締結に至ったもの

⑴ 金融機関との紹介業務委託

６

⑵ 一関市有林Ｊ－クレジット利活用連携事業

市が管理する市有林において、創出したＪ－クレ
ジットの販売において、Ｊ－クレジットの長期安定
取引を行うとともに、その販売益を活用した市有林
の森林施業や、森林の循環利用による脱炭素・循環
型社会を形成するため、協議により連携事業等を検
討するパートナーとしてENEOS㈱を選定

⑶ 「森かち」の利用

住友林業㈱とNTTコミュニケーションズ㈱が協業により
運営する「森かち（森林価値創造プラットフォーム）」
を利用し、多方面への情報発信と販売を促進



７

５ クレジットの販売益の活用

林業や木材を通じた、さらなる二酸化炭
素吸収量の増加につながる取組に活用

① 森林整備
② 林業の担い手育成、確保
③ 市産材利用（※）

⑴

販売収入の基金化

① 活用事業の見える化
② 継続した事業実施のため、安定した

財源を確保

⑵

（※）10t-CO2以上購入した企業への記念品の贈呈
・市産材の利用促進のため、一関市内産のスギを使用すること等の条件を付して
市内業者に公募し、選定したもの。
・素材には、100年スギの枝の節を活かして切り出していることから、１つとして
同じモノがない世界に一つだけの記念品となった。
・50t-CO2以上を購入した企業には、秀衡塗の伝統を、1904年の創業以来、受け継
いでいる「有限会社 丸三漆器」に依頼し、10t-CO2以上の購入記念品に、漆塗加
工を施した。



８

市広報 2025.２月号

参考資料



８

市広報 2023.12月号



８


